
〇地方自治法施行規則（抄）  

附則  

第 3 条 公共工事に要する経費のうち工事一件の請負代金の額が 50

万円以上の土木建築に関する工事（土木建築に関する工事の設計及

び調査並びに土木建築に関する工事の用に供することを目的とする

機械類の製造を除く。第 3 項において同じ。）において、当該工事

の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該工事にお

いて償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、

修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料（第 3 項におい

て「材料費等」という。）に相当する額として必要な経費の前金払

の割合は、これらの経費の 4 割を超えない範囲内とする。 

2 東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）に

際し災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）が適用された市町村の

区域（東京都の区域を除く。以下この項において「被災市町村の区

域」という。）において施行する公共工事（当該公共工事が施行さ

れる区域が被災市町村の区域とそれ以外の区域にまたがるものを含

む。）に要する経費についての前項の規定の適用については、同項

中「4 割」とあるのは、「5 割」とする。 

3 公共工事に要する経費のうち工事一件の請負代金の額が 50 万円

以上の土木建築に関する工事であって、次の各号に掲げる要件に該当

するものにおいて、当該工事の材料費等に相当する額として必要な経

費について、前 2 項の範囲内で既にした前金払に追加してする前金

払の割合は、当該経費の 2 割を超えない範囲内とする。  

1.工期の 2 分の 1 を経過していること。 

2.工程表により工期の 2 分の 1 を経過するまでに実施すべきものとさ

れている当該工事に係る作業が行われていること。 

3.既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の額の 2

分の 1 以上の額に相当するものであること。 

 


